
株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流　動　資　産 103,618 流　動　負　債 75,046

科　目 科　目金　額 金　額

未 払 金 5,915

65,145関 係 会 社 短 期 借 入 金19,351

2,598

22,041

貸 倒 引 当 金

その他有価証券評価差額金

78,707繰 越 利 益 剰 余 金

78,707利 益 剰 余 金

-   利 益 準 備 金

200資 本 金

22,041

14,000

評価・換算差額等

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

純　　資　　産　　の　　部

負　債　合　計 86,488

株　主　資　本

14,000

92,907

201,436
114,948

資　　産　　合　　計

関係会社短期貸付金

そ の 他 流 動 資 産

貸 借 対 照 表

純　資　産　合　計
負債・純資産合計201,436

14,839

29,717

令和8年3月31日現在

関 係 会 社 長 期 借 入 金

固　定　負　債

そ の 他 流 動 負 債

53,882

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

666

投 資 有 価 証 券

固　定　資　産 97,818
投 資 そ の 他 の 資 産 97,818

84,279
関係会社長期貸付金

△ 1,300

11,442

未 払 法 人 税 等

関 係 会 社 長 期 借 入 金 2,598
繰 延 税 金 負 債 8,843

48

3,935



自
至

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損 益 計 算 書

令和7年4月1日
令和8年3月31日

（単位：百万円）

15,445

598
営 業 外 収 益

科　　　　目 金　　　　額

36,550

1,600
17,045
19,505

売 上 高
売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

4,942
△ 409

支 払 利 息
為 替 差 損
経 常 利 益
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

176

営 業 外 費 用

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息
そ の 他

4,532

697

10,637

15,170

0 599

15,170
873



個  別  注 記  表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 売買目的有価証券 時価法（売却原価は移動平均法により算定） 
② 子会社株式 移動平均法による原価法 
③ 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法) 
④ その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により 
処理し、売却原価は主として移動平均法により
算定） 

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
又は償却原価法（定額法） 
なお、投資事業組合等については、入手可能な 
決算書を基礎として持ち分相当額を純額で取り込む
方法によっております。 

（２） デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法 
（３） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法に基づき計上しております。 

a. 一般債権 貸倒実績率法によっております。 
b. 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 財務内容評価法によっております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

 該当ありません。 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 200株 

（２）配当に関する事項 

該当ありません。 

 

４．その他の注記 

金額の表示単位の変更 

 当事業年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。 
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